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県人事委員会要請で職場代表が発言
全世代に物価上昇を加味した引き上げ勧告を！子育て支援の制度改善を！
テレワークに係る実費弁償の制度化を！長時間過重労働を是正するための具体的な体制の確立を！

自治労県職労職場代表発言

自治労神奈川県職員労働組合の山村です。

私は、単組の青年部長と同時に、自治労神奈川県本部青年部で青年部長も務めさせていただいており、県庁及び県内自治体の若手から様々な悩み・要望等を見聞きしています。本日は若手の声を含めて発言します。
一つ目、初任給や若手職員の給与水準改善についてです。新規採用職員等と意見交換すると、「思ったより手取りが低い」「大学同期で民間に行った人の方が給与高い」といった声をよく聞きます。

人事院は本年、初任給引上げの勧告を行いましたが、3,000円から4,000円程度の引上げでは、学生が就職先として県と比較する民間企業の初任給との較差を埋めることはできず、人材確保の観点からも大幅な引上げが必要です。

なお、現在、Ｉ種行政職の初任給は地域手当込みで時給換算すると約1,298円です。今年10月からの県内の最低時給は1,071円ですので、その差額は227円。今から15年前はこの差額が459円でしたので、若手職員の賃金水準が相対的に低下していることを示しています。
Ⅲ種行政の初任給を時給換算すると1,065円ですので、最低時給以下になってしまうことを申し添えます。労働基準監督機関たる人事委員会として、当局に対して即刻是正措置を行ってください。

二つ目は、勧告に当たっては昨今の物価上昇も考慮すべきという点です。地方公務員法第26条では、「給与を決定する諸条件の変化により、…勧告をすることができる。」とし、国家公務員法第28条では国家公務員の給与について、「社会一般の情勢に適応するように随時変更することができる」としています。

人勧制度では「民間準拠」が基本であることは承知していますが、急激な物価上昇という社会情勢も考慮すべき条件であると考えます。勧告に当たっては、民間給与との較差とともに、昨今の急激な物価上昇分も加味した勧告とされるよう強く求めます。

三つ目は、テレワークに係る費用弁償の早期制度化についてです。新型コロナウイルス感染症の感染拡大をきっかけに、社会一般でもテレワークが推奨されています。県庁においても感染拡大期には「テレワークデイズ」として、出勤削減率を50％とする全庁的な取組を推し進めており、多くの職員が実施しています。この中で、特に収入の少ない若手職員は、電気代が高騰する中で、「冷房をつけない」、「照明は最小限にする」など、苦労してテレワークを行っています。

私たちが求めているのは、「プラスアルファ」の手当ではありません。テレワークで負担している電気代等の費用の弁償です。「プラスアルファ」の手当であれば、民間や国の動向に左右されるかもしれませんが、仕事のために負担した費用を弁償することに、何の問題があるのでしょうか。他に先駆けてテレワークを強く推奨している神奈川県の実態に即して、実費弁償の制度化を勧告されるよう強く求めます。

四つ目は、長時間・過重労働是正のための体制整備についてです。人事院は報告で、「本年４月には、超過勤務の縮減に向けた指導を徹底するため、勤務時間調査・指導室を新設した。同室において、勤務時間の管理等に関する調査を本年６月から実施」とあります。

過労死水準の100時間超の時間外勤務が解消されないどころか、45時間超の時間外勤務が増加している神奈川県においては、労働基準監督機関としての人事委員会に、最低でも人事院が設置した「勤務時間調査・指導室」と同様の組織を新設し、実態を把握した上で、指導・勧告を的確に行うよう強く求めます。

五つ目は、住居手当の引上げについてです。本県の不動産賃貸価格は他県に比して非常に高いにもかかわらず、住居手当額は賃貸価格が比較的低い自治体とほとんど変わりません。国や他の広域自治体にはある職員宿舎も本県にはなく、給与水準の低い若手職員には大きな負担となっています。本県の不動産賃貸価格を考慮した適正な住居手当額に見直すべきです。

六つ目は、育児休暇についてです。現在、職員の子が１歳半までの間は、１日に120分以内の育児休暇取得が可能となっていますが、１歳半を過ぎたら全く手がかからなくなるわけではありません。私が以前働いていた大分県庁では３歳まで取得できましたし、ほかの県 でも神奈川県庁より長い期間の育児休暇の取得が可能となっているところもあります。育児と仕事との両立を推し進める観点からも、是非、取得可能期間の延長、できれば就学前まで取得が可能となるよう見直していただきたいと思います。

七つ目は、勤勉手当についてです。勤勉手当額算定の基礎となる人事評価制度については、本県に導入された当初から「人材育成のための制度である」、「いたずらに差をつけるものではない」ということを労使で確認し、国とは異なる運用をしています。全庁一丸となってコロナ対応に当たっている中において、職員間の格差を広げ、団結に悪影響を及ぼすことのないよう、人事委員会として賢明な判断をされるよう切に要望します。

また、これまで、一時金の引上げ時は勤勉手当を上げ、引下げ時は期末手当を下げてきた結果、育児休業取得者に支給される一時金は下がり続けてきました。言うまでもなく一時金は私たちの生活給です。各種調査では、男性社員が育児休業を取得しなかった理由に「収入減」が上位に挙がっており、これは本県職員においても同じと思われます。育児に携わる職員の生活給を引き下げ続けながらも「育児と仕事との両立」を掲げ続ける矛盾に強い不満を表明します。安心して育児と仕事との両立ができるよう、今後、一時金の引上げ勧告の際は期末手当を上げるよう求めるとともに、育児休業期間の在職除算率を現行の２分の１から緩和ないしは撤廃することを求めます。
２０２２年勧告期の県労連要求書
１．2022年度の給与勧告について

（１）勧告・報告に際し、迅速な対応を求められる新型コロナウイルス感染症対策等をはじめとする長時間労働の蔓延など勤務環境の厳しさが増しているため、適切な要員を確保するとともに、労働条件等を改善すること。

（２）公平・公正な公民比較に基づき月例給の給与水準と一時金の支給月数について改善すること。

（３）物価高騰により実質賃金率が下落していることを踏まえ、月例給を全世代で引き上げること。

（４）再任用職員の一時金を引き上げること。

（５）一時金の引上げ分は期末手当に配分をすること。

（６）賃金改定に当たっては、民間賃金実態を正確に把握し、透明性を確保すること。また、県職員と民間従業員の職務対応を国に合わせること。

（７）地域手当については本県の実情と、給与カーブ見直しの経過を踏まえて増額を図り、県内一律支給を維持すること。

（８）公務職場への人材確保の視点から、若年層の給与水準について大幅な引上げを図ること。また、神奈川の実態を踏まえ住居手当の改善を図ること。

（９）すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。

（10）教職員賃金の課題にあたっては、水準の維持・向上となるよう対応を図ること。

２．労働時間短縮、休暇、休業制度の改善について

（１）社会全体の長時間労働是正の動きにあわせた、神奈川県における「働き方改革」の進捗状況を検証し、業務削減と人員増など、実効ある超過勤務縮減策を提言すること。

（２）各種休暇制度を新設・拡充すること。特に、家族休暇を新設すること。

（３）人事委員会として上限時間を超えて時間外勤務を命じた場合の、要因の整理・分析・検証を行うとともに、必要な改善措置等の指導を任命権者に対して行うこと。

（４）定年引上げによる在職期間が長期化することに伴い、新たな休暇・休業制度の検討をすすめること。

３．男女平等の公務職場の実現及び両立支援策の拡充について

（１）次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」について、着実な実施に向け指導を行うこと。

（２）出産・育児にかかわる休暇・休業制度を拡充するとともに、取得しやすい環境にすること。特に男性の取得率向上に向けた具体的な促進策を提言すること。

（３）子育て・介護を行う職員の両立支援策等の拡充を提言すること。

（４）職員の不妊治療にあたっては、治療に専念できるための新たな休業制度を新設すること。

（５）女性職員採用・登用の拡大について、積極的な取り組みを行うこと。

４．臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇改善について

（１）処遇については、均等処遇の原則に基づき改善すること。

（２）県に雇用される労働者の最低賃金を、行政職(一)表の高卒初任給並に引き上げること。また、上限を撤廃すること。

（３）有給療養休暇を拡充すること。

（４）年次休暇および夏季休暇の付与日数を拡大すること。

（５）国に遅れることなく、妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援制度の改正を行うこと。

５．その他

（１）国に遅れることなく、６５歳までの段階的定年延長を基本に雇用と年金の確実な接続を行うこと。また、すべての６０歳超の職員が知識と経験を活かしながら働き続けられる環境とすること。

（２）再任用職員の賃金水準については、退職時の水準を踏まえたものとなるよう改善を図ること。また、生活関連の手当を支給すること。

（３）再任用職員の休暇等の勤務条件を常勤職員と同様にすること。また、短時間再任用職員について、国との均衡を図り兼業を可能とすること。

（４）賃金・退職手当・休暇等の諸権利について、労使交渉を制約することのないよう留意すること

（５）人事委員会勧告については、極力早期に行うこと。

（６）６０歳前後の給与水準を連続的なものとする給与制度の見直しについては、モチベーションに十分配慮すること。

（７）テレワークを行う場合に支給する新たな手当について、柔軟な働き方を推進するなか、全庁を挙げて出勤削減率を高めていることから、早急に制度化すること。

（８）安定した人材確保にむけ、若年層をはじめ、任用される全世代がモチベーションを高く継続的に働き続ける選択が可能となるよう、給料表等をはじめ休暇・休業制度を総合的に見直すこと。
人事委員会勧告に向けた要求実現署名にご協力を！

9月１６日までに投函を！

